
秋田県犯罪被害者等支援条例

秋　田　県

～ 犯罪被害者等の方々を温かく支える
　　地域社会をめざして ～

　安全で安心して暮らせる社会を実現することは、県民すべての願いですが、一方で県民の
誰もが犯罪被害者等となる可能性があります。
　被害に遭われた方々が、様々な問題や負担を軽減し、平穏な生活を早期に回復できるよう、
県民全体で支える地域社会づくりをめざして、秋田県犯罪被害者等支援条例を制定しました。

平成２５年４月１日施行

6月30日は「犯罪被害を考える日」です。

「犯罪被害者等支援
　  シンボルマーク」



「秋田県犯罪被害者等支援条例」の概要について

○　本県は犯罪や交通事故が比較的少なく、「安全・安心して暮らせる」県ですが、殺人や強盗などの
事件や交通死亡事故も発生しており、誰もが犯罪被害者となる可能性があります。

○　犯罪被害者等に対する支援施策は、これまで、犯罪被害者等基本法（平成１６年１２月制定）に基づ
き策定した秋田県犯罪被害者等支援基本計画（※）により推進してきました。

○　これまでの取り組みをさらに充実させ、推し進めていくためには、県民等が犯罪被害者等の置かれ
ている状況について理解を深め、地域全体で犯罪被害者等を支えていくことが重要です。

○　こうしたことから、犯罪被害者等支援の基本理念や、県・県民等の責務、県が講ずべき施策を明確
化した条例を制定しました。

背 　　景

目　 的

基本的施策

秋田県犯罪被害者等支援推進会議

基 本 理 念 責　務

●  犯罪被害者等支援に関し、基本理念を定め、県や県民等の責務を明らかにする。
●  犯罪被害者等支援施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等支援の施策を総合的かつ計

画的に推進し、犯罪被害者等の受けた被害の早期回復及び軽減を図る。
●  犯罪被害者等を支える地域社会の形成の促進を図る。

● 基本計画の策定
● 心身に受けた影響からの回復
● 安全の確保
● 居住の安定

● 雇用の安定
● 経済的な助成に関する情報の提供等
● 連携体制の整備
● 人材の育成

● 基本計画や施策の実施状況についての調査審議

※基本計画については、秋田県のHP（分野／暮らし・環境／犯罪被害者等支援）をご覧願います。

●  尊厳にふさわしい処遇の保障
　犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、
その尊厳にふさわしい処遇を保障されること。

●  県
　犯罪被害者等支援のための施策を総合的に策定
し、及び実施すること。

●  きめ細かな途切れのない支援
　犯罪被害者等の立場に立った適切かつきめ細かな
支援が、途切れることなく提供されること。

●  県　民
　犯犯罪被害者等のおかれている状況について理解
を深め、犯罪被害者等の名誉や生活の平穏を害しな
いよう十分配慮すること。●  不当な差別的取扱いの防止

　犯罪被害者等が、共に生きる地域社会の一員とし
て尊重され、不当な差別的取扱いを受けることがな
いようにすること。

●  事業者
　犯罪被害者等に対し、犯罪等による被害を理由と
した 不利益な取扱いをすることがないよう十分配
慮すること。●  関係する者の連携・協力

　犯罪被害者等が、再び平穏な生活を営むことがで
きるようになるまで、国、県、市町村、民間支援団
体その他の関係する者が相互に連携し、協力するこ
と。

●  民間支援団体
　犯罪被害者等支援に関する専門的な知識及び経験
を活用し、犯罪被害者等を支援すること。

条 例 の 概 要

● 民間支援団体に対する援助
● 県民等の理解の増進
　　「犯罪被害を考える日﹕6月30日」
● 年次報告
● 市町村に対する協力



秋田県犯罪被害者等支援条例
（目的）
第１条　この条例は、犯罪被害者等支援について、基本理念を定め、並びに県、
県民、事業者及び民間支援団体の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等
支援のための施策の基本的な事項を定めることにより、犯罪被害者等支援のた
めの施策を総合的かつ計画的に推進し、 もって犯罪被害者等の受けた被害の早
期の回復及び軽減を図るとともに、犯罪被害者等を支える地域社会の形成の促
進を図ることを目的とする。
 

（定義） 
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め
るところによる。
⑴　犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 
⑵　犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族（配偶者にあっては、

婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予
約者（以下「内縁の配偶者等」という。）を含む。）又は遺族（配偶者にあっては、
内縁の配偶者等を含む。） 

⑶　犯罪被害者等支援 犯罪被害者等が、その受けた被害を回復し、 又は軽減し、
再び平穏な生活を営むことができるようにするための取組をいう。

⑷　民間支援団体　犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に
関する法律（昭和55年法律第36号）第23条第１項に規定する犯罪被害者等
早期援助団体その他の犯罪被害者等支援を行う民間の団体をいう。

（基本理念） 
第３条　犯罪被害者等支援は、次に掲げる事項を基本理念として行われなけれ
ばならない。 
⑴　犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処

遇を保障されること。
⑵　犯罪被害者等の立場に立った適切かつきめ細かな支援が、途切れることな

く提供されること。
⑶　犯罪被害者等が、共に生きる地域社会の一員として尊重され、 不当な差別

的取扱いを受けることがないようにすること。
⑷　犯罪被害者等が、被害を受けたときから再び平穏な生活を営むことができ

るようになるまでの間、様々な支援を必要とすることを踏まえ、国、県、市町村、
民間支援団体その他の関係する者が相互に連携し、協力すること。

 
（県の責務） 
第４条　県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。） にのっとり、
犯罪被害者等支援のための施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（県民の責務） 
第５条　県民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況及び
犯罪被害者等支援の必要性についての理解を深め、犯罪被害者等の名誉又は生
活の平穏を害することのないように十分配慮するとともに、国、県及び市町村
が行う犯罪被害者等支援に協力するように努めなければならない。
 

（事業者の責務）
第６条　事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及
び犯罪被害者等支援の必要性について理解を深め、犯罪被害者等に対して犯罪
等による被害を理由とした不利益な取扱いをすることがないように十分配慮す
るとともに、国、県及び市町村が実施する犯罪被害者等支援のための施策に協
力するように努めなければならない。
 

（民間支援団体の責務） 
第７条　民間支援団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等支援に関する専
門的な知識及び経験を活用し、犯罪被害者等支援を行うとともに、国、県及び
市町村が行う犯罪被害者等支援に協力するように努めなければならない。
 

（基本計画）
第８条　知事は、犯罪被害者等支援のための施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、犯罪被害者等支援に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）
を定めなければならない。
２　基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　⑴　総合的かつ長期的に講ずべき犯罪被害者等支援のための施策の大綱 
　⑵　前号に掲げるもののほか、犯罪被害者等支援のための施策を総合的かつ

　計画的に推進するために必要な事項 
３　知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、秋田県犯罪被害

者等支援推進会議の意見を聴くほか、県民の意見を反映させるために必要な
措置を講じなければならない。 

４　知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら
ない。 

５　前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。

（心身に受けた影響からの回復） 
第９条　県は、犯罪被害者等が心理的外傷その他犯罪等により心身に受けた影
響から回復できるようにするため、その心身の状況等に応じた適切な保健医療
サービス及び福祉サービスが提供されるように必要な施策を講ずるものとする。

（安全の確保） 
第１０条　県は、犯罪被害者等が更なる犯罪等により被害を受けることを防止し、
その安全を確保するため、一時保護、施設への入所による保護、防犯に係る指導、
犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保その他の必要な施策を講ず
るものとする。

（居住の安定） 
第11条　県は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被
害者等の居住の安定を図るため、県営住宅（秋田県営住宅条例（平成14年秋田
県条例第32号）第３条第１号に規定する県営住宅をいう。）への入居における
特別の配慮その他の必要な施策を講ずるものとする。
 

（雇用の安定）
第12条　県は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、犯罪被害者等が置かれ
ている状況について事業者の理解を深めるための啓発活動その他の必要な施策
を講ずるものとする。

（経済的な助成に関する情報の提供等） 
第13条　県は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、
経済的な助成に関する情報の提供及び助言を行うものとする。
 

（連携体制の整備） 
第14条　県は、犯罪被害者等からの各種の相談に総合的に応ずることができる
ようにするため、国、市町村、民間支援団体その他の関係機関との連携の強化
その他必要な体制を整備するものとする。

（人材の育成） 
第15条　県は、犯罪被害者等支援の推進に寄与する人材の育成を図るため、犯
罪被害者等支援に関する研修の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。

（民間支援団体に対する援助） 
第16条　県は、民間支援団体の活動の促進を図るため、犯罪被害者等支援に関
する情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。

（県民等の理解の増進）
第17条　県は、犯罪被害者等の置かれている状況及び犯罪被害者等支援の必要
性についての県民及び事業者の関心と理解を深めるため、 犯罪被害を考える日
を設けるほか、必要な教育活動及び広報その他の啓発活動を行うものとする。 
２　犯罪被害を考える日は、６月30日とする。

（年次報告） 
第18条　知事は、毎年、犯罪被害者等支援に関し県が講じた施策を明らかにす
る報告書を作成し、公表するものとする。

（市町村に対する協力） 
第19条　県は、市町村が犯罪被害者等支援のための施策を策定し、 及び実施し
ようとするときは、情報の提供、助言その他の必要な協力を行うものとする。

（設置及び所掌事務） 
第20条　第８条第３項の規定による諮問に応じて調査審議をさせるため、秋田
県犯罪被害者等支援推進会議（以下「推進会議」という。） を置く。 
２　推進会議は、前項に規定する調査審議をするほか、知事の諮問に応じ、犯

罪被害者等支援の推進についての重要事項及び犯罪被害者等支援のための施
策の実施状況を調査審議し、必要があると認める場合に知事に意見を述べる
ことができる。

（組織及び委員の任期） 
第21条　推進会議は、委員８人以内で組織する。 
２　委員は、学識経験のある者、市町村の職員、民間支援団体の業務に従事す

る者、犯罪被害者等及び事業者のうちから知事が任命する。 
３　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 
４　委員は、再任されることができる。
 

（会長）
第22条　推進会議に、会長を置く。 
２　会長は、委員の互選によって定める。 
３　会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 
４　会長に事故があるときは、委員のうちから会長があらかじめ指名する者が、

その職務を代理する。 

（会議） 
第23条　推進会議は、会長が招集する。 
２　会長は、推進会議の議長となる。 
３　推進会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
４　推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。

（委任規定） 
第24条　この章に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会
長が推進会議に諮って定める。　
　　附 則 
１　この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
２　この条例の施行の際現に定められている県の犯罪被害者等支援に関する基

本的な計画であって、犯罪被害者等支援のための施策の総合的かつ計画的な
推進を図るためのものは、第８条第１項の規定により定められた基本計画と
みなす。



犯罪被害者等の置かれた状況をご理解ください

犯罪被害者等のための相談窓口

●　犯罪被害者等は、犯罪による生命や身体、財産への直接的な被害だけでなく、周囲の人々の無関心や
　心ない言動、収入の途絶、高額な医療費の負担、自宅が事件現場になったことに伴う転居等、いわゆる「二
　次的被害」に苦しめられ、社会的に孤立してしまうことも少なくありません。
●　こうした状況を県民一人ひとりがしっかりと認識し、地域社会の中で向き合い、行動することが大切
　です。犯罪被害者等に対しては、同じ地域社会の一員として、「普段どおりに接する」、「話し相手にな
　る」、「困っていることがないか声をかける」といった、できる範囲での手を差し伸べましょう。

秋田県生活環境部県民生活課
〒 010-8570 秋田市山王四丁目１－１ 電話：018-860-1522( 直通 ) FAX：018-860-3891

● 警察の被害相談電話一覧
相談の種類 業務内容等 電話番号 相　談　時　間

性 犯 罪 レディース通話１１０番 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ   0120-028-110

月～金 8：30～17：15
夜間休日は当直が対応

少 年（ 児 童 ）
やまびこ電話 FAX兼用  018-824-1212
チャイルド・セーフティセンター 018-831-3421

悪 質 商 法 覚醒剤・サラ金・悪質商法１１０番 専用電話  018-823-0110
暴 力 団 暴力追放１１０番 専用電話  018-862-0110
相 談 全 般 警察本部県民安全相談センター 専用電話  018-864-9110

　他に全国統一の相談専用電話「♯ ( シャープ )９１１０番」でも受け付けています。

● 県の相談窓口
相談の種類 機　関　名 電話番号 相　談　時　間

全 般 的 な 相 談 秋田県生活環境部県民生活課 018-860-1522 月～金（※１）8：30 から 17：15
消 費 生 活 相 談 秋田県生活センター 018-835-0999

月～金（※１）9：00 から 17：00
交 通 事 故 相 談 秋田県生活センター 交通事故相談窓口 018-836-7804

こ ど も 相 談
秋田県中央児童相談所 018-862-7311 24 時間、365日対応
　　　〃 　子ども・家庭１１０番（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ） 0120-42-4152 月～金（※１）8：30 から 17：15

女 性 / 男
女 / 性 犯 罪

女性相談所 女性ダイヤル相談 018-835-9052 月～金 　　　  8：30 から 21：00
土日、祝日（※２）10:00 ～ 16：00　　　〃 　ＤＶホットライン 0120-783-251

こ こ ろ の 相 談 精神保健福祉センター「こころの電話相談」 018-831-3946 月～金　　　　9：00 から 16：00
土日、祝日（※２）10：00 ～ 16：00

　※１：祝日、年末年始を除く。 ※２：年末年始を除く

● 公益社団法人秋田被害者支援センター（秋田県公安委員会指定「犯罪被害者等早期援助団体」）

支 援 内 容 殺人・傷害・性犯罪・交通事故・DV・ストーカーなど犯罪被害全般について、電話・面接相談、病院・法廷等への付き添い、
性犯罪被害者等への治療費の補助等。

電 話 番 号 相談専用電話 018-893-5937、フリーダイヤル  0120-62-8010
相 談 時 間 電話：月～金 10：00 ～ 16：00（土日、祝日、年末年始を除く）　　面接：要予約

● 市町村の総合的対応窓口
　 各種届出等の具体的な相談、関係機関の紹介等

機 関 名 電話番号 機 関 名 電話番号 相　談　時　間
鹿 角 市 市 民 共 動 課 0186-30-0224 井 川 町 町 民 課 018-874-4416

月～金 （※１） 
8：30 ～ 17：15

小 坂 町 町 民 課 0186-29-2400 大 潟 村 住 民 生 活 課 0185-45-2114
大 館 市 市 民 課 0186-43-7044 秋田市市民相談センター 018-866-2039
北 秋 田 市 生 活 課 0186-62-6628 由 利 本 荘 市 市 民 課 0184-24-6251
上 小 阿 仁 村 総 務 課 0186-77-2221 に か ほ 市 生 活 環 境 課 0184-32-3043
能代市市民活力推進課 0185-89-2212 大仙市環境交通安全課 0187-63-1111
三 種 町 町 民 生 活 課 0185-85-4833 仙 北 市 環 境 防 災 課 0187-43-3308
八 峰 町 総 務 課 0185-76-4601 美 郷 町 住 民 生 活 課 0187-84-4903
藤 里 町 町 民 課 0185-79-2113 横 手 市 総 務 課 0182-35-2161
男 鹿 市 生 活 環 境 課 0185-24-9114 湯沢市くらしの相談課 0183-73-2111
潟 上 市 生 活 環 境 課 018-877-7802 羽 後 町 生 活 環 境 課 0183-62-2111
五 城 目 町 町 民 生 活 課 018-852-5112 東 成 瀬 村 民 生 課 0182-47-3403
八 郎 潟 町 町 民 課 018-875-5806

● 相談機関は、他にもございます。詳しくは、秋田県の HP（分野／暮らし・環境／犯罪被害者等支援）をご覧願います。


